
資 料 ２  

 

令和６年度介護報酬改定の主な事項について【全サービス共通】 

 

Ⅰ 業務継続計画（ＢＣＰ）未策定事業所に対する減算の導入 

（居宅療養管理指導、特定福祉用具販売を除く） 

  業務継続計画が未策定の場合、基本報酬を減算する。 

〈経過措置〉１年間 

・令和７年３月３１日までの１年間に限り、①感染症の予防・まん延防止の指針の整備、 

②自然災害に関する具体的計画の策定を行っていれば、減算は適用されない。 

・これを行っていなくても、訪問系サービス、福祉用具貸与、居宅介護支援は減算が適 

用されない。 

 

Ⅱ 高齢者虐待防止の推進 

（居宅療養管理指導、特定福祉用具販売を除く） 

 虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていない場合、基本報酬を減 

算する。 

〈経過措置〉３年間 

・福祉用具貸与については、３年間の経過措置期間あり。 

 

Ⅲ 介護職員の処遇改善（令和６年６月施行）※加算対象サービスのみ 

介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援 

加算について、現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組み合わせた４段階の「介護職 

員等処遇改善加算」に一本化を行う。 

 

Ⅳ 「書面掲示」規制の見直し 

 事業所の運営規定の概要等の重要事項等について、「書面掲示」に加え、インターネット 

上で情報の閲覧が完結するよう、原則として重要事項（重要事項説明書）等の情報をウェ 

ブサイトに掲載・公表しなければならない。（令和７年度から義務付け） 

 

Ⅴ 令和６年度介護報酬改定の施行時期について（主な事項） 

  令和６年度診療報酬改定が令和６年６月１日施行とされたことを踏まえ、次のとおりと 

する。 

・【６月１日施行サービス】 

訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所リハビリテーション 

  ・【４月１日施行サービス】 

   上記以外のサービス 

1



2



3



4



5



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



26



27


